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） 椿寿夫『注釈民法⑾＝債権⑵』（有斐閣，1965 年）441 頁以下，平井宜雄『債権総論』（弘文
堂，第 2版，1994 年）157 頁。なお，詳しくは，野澤・前掲注 1）95 頁。








































































） 椿・前掲注 2）427 頁。
	） 我妻栄『新訂債権總論（民法講義Ⅳ）』（岩波書店，1964 年）573 頁，於保不二雄『債権総
論』（有斐閣，新版，1972 年）336 頁。

） 我妻・前掲注 5）566 頁。



































立教法学 第 92 号（2015)
286（5）
） 椿・前掲注 2）429 頁，475 頁以下。
） 於保・前掲注 5）338 頁以下，奥田昌道『債権総論』（悠々社，増補版，1992 年）476 頁以
下，潮見佳男『債権総論』（信山社，1994 年）488 頁以下。
10） 於保・前掲注 5）338 頁，奥田・前掲注 9）477 頁。
11） 於保・前掲注 5）340 頁注 16。
12） 椿・前掲注 2）467 頁。































第 471 条 引受人は，併存的債務引受により負担した自己の債務について，その
債務引受・契約上の地位の移転⑴（野澤正充)
285（6）
14） 潮見・前掲注 9）488 頁。ただし，同『債権総論〔第 3版〕Ⅱ』（信山社，2005 年）687 頁で
は，このような説明は省略されている。























第 472 条の 3 免責的債務引受の引受人は，債務者に対して求償権を取得しな
い。
（免責的債務引受による担保の移転）






3 前 2項の規定は，第 472 条第 1項の規定により債務者が免れる債務の保証を
した者があるときについて準用する。
4 前項の場合において，同項において準用する第 1項の承諾は，書面でしなけ

































































立教法学 第 92 号（2015)
282（9）
17） 民法（債権法）改正検討委員会編『債権法改正の基本方針』別冊 NBL 126 号 224 頁（2009
年）。























存的債務引受）に関する一考察」名古屋大学法政論集 201 号 363-364 頁（2004 年）も，併存的
債務引受が引受人による新たな債務負担行為であるという理解については，「一致していると思
われる」とする。
20） 私法統一国際協会（内田貴ほか訳）『UNIDROIT 国際商事契約原則 2010』（商事法務，2013































































郎「免責的債務引受に関する一考察⑴」法学新報 108巻 1 号 103 頁（2001 年），および，②池
田真朗「債務引受と債権譲渡・差押の競合」法学研究 77巻 9 号 34 頁（2004 年，同『債権譲渡
と電子化・国際化』（弘文堂，2010 年）所収）を引用する。


































































立教法学 第 92 号（2015)
278（13）
23）「民法（債権関係）の改正に関する中間的な論点整理」については，商事法務編『民法（債






































25） 商事法務編『民法（債権関係）部会資料集第 2 集〈第 6巻〉』（商事法務，2013 年）14 頁以
下（第 46回会議議事録）参照。
26） 角・前掲注 15）70 頁も，さらに後の「中間試案後の第 77回部会（平成 25 年 9月 17日開
催）の議事録を読む限りは，免責的債務引受の法的性質を意識した議論はされていない」とす
る。

































立教法学 第 92 号（2015)
276（15）





30） 池田・前掲注 22）内池追悼 165 頁は，債務引受の原型を併存的債務引受とするのは，「日本
人学者のアイディア」によるカンボジア民法典しか存在しないとする。なお，金安女尼「債務
引受および契約譲渡における立法の国際的比較」法学政治学論究 101 号 291 頁（2014 年）も参
照。
31） 平田重敏「債務引受契約を利用した金融機関の実務的取扱い 一括決済方式『併存的債務引



































33） 我妻・前掲注 5）511 頁。
34） 椿寿夫「契約引受（中）」法学セミナー 258 号 49 頁（1976 年）。なお，我妻・前掲注 5）510
頁も参照。

































立教法学 第 92 号（2015)
274（17）
37） 契約上の地位の移転は，「契約譲渡」または「契約引受」とも呼ばれる。このうち，「契約譲








38） 我妻・前掲注 5）511 頁。
39） 野澤正充「『契約当事者の地位の移転』の再構成(1)〜(3・完)」立教法学 39 号 1 頁，40 号
118 頁（1994 年），41 号 1 頁（1995 年）。
40） 野澤正充「『契約当事者の地位の移転』の機能的考察(1)〜(4・完)」立教法学 53 号 62 頁





































42） 野澤・前掲注 1）117-118 頁。なお，野澤・前掲注 3）93 頁以下も参照。
43） 野澤・前掲注 3）372 頁，同・前掲注 1）254 頁。なお，椿寿夫「契約譲渡（契約引受・契約
上の地位の譲渡）の制度について 更改・債務引受・契約加入との関連で」論究ジュリスト 12
号 199 頁（2015 年）は，この部分が，「野澤研究の全体にわたる…問題意識」であり，「もう結
構と叫びたくなるほど頻繁に噴出している」とする。






























立教法学 第 92 号（2015)
272（19）
45） 椿・前掲注 43）199 頁注 19 は，「全体としても，時代は野澤から椿の方向へ動いている」と
するが，そうでもなさそうである。


































47） 商事法務編『民法（債権関係）部会資料集第 1集〈第 3巻〉』（商事法務，2012 年）187 頁。






































































49） 法制審議会民法（債権関係）部会第 97回会議（平成 26 年 12月 16日開催）部会資料 84-2
参照。
50） 法制審議会民法（債権関係）部会第 97回会議議事録 14 頁。


































立教法学 第 92 号（2015)
268（23）
52） 法制審議会・前掲注 50）14 頁。





























54） 法制審議会・前掲注 50）24 頁。









2004 改訂版の解説⑴」NBL 811 号 41-42 頁（2005 年））に近づくことを意味しよう。
なお，拙稿が法制審議会民法（債権関係）部会の事務当局に参照されていることは，第 46回
































AB間の売買契約に基づく買主の地位を Bが Cに譲渡することによって，Aから Cへの直接の
移転登記を申請することが検討された（平成 18・12・22 民事二第 2878 号民事局民事第二課長
回答）。これも，契約上の地位の移転による法の潜脱の 1つである。
58） 私見による類型化のうちの，「特定の財産の譲渡に伴う契約上の地位の移転」をいう。これ
については，部会においても審議され，部会資料 38 では，「契約当事者の地位の移転の 2 つの
類型のうちの特定の財産の譲渡に伴う場合は，各法領域の特別な規定に委ねるべきであり，民
法典には，合意に基づく場合のみを規定することが望ましい」との私見（野澤・前掲注 55）21








































しして，本日，御提示しております」と述べている（第 97回部会議事録 2 頁）。
61） 免責的債務引受を債務負担行為であるとした上で，「契約上の地位の移転」をこれと並べて
規定すると，前掲注 36）に指摘したように，契約上の地位の移転が債務の特定継承ではなく，
譲受人による新たな債務負担行為であると捉え，相手方と譲受人との間に新たな契約関係が創
設されるとする見解が生じよう。しかし，このような理解は，当事者の意思および取引の実態
にそぐわない技巧的なものであり，「契約上の地位の移転」の理解としては適切ではない。
